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１．はじめに 

国土交通省では、概ね5年に1度行われる全国道

路・街路交通情勢調査（以下「道路交通センサス」

という。）により、現況のOD交通量(地域間を移動

する交通量)を把握している。しかし近年、調査票

の回収率が低下するなど、正確なOD交通量の把握

が懸念されている。その対応策として期待される

OD交通量逆推定モデルは、理論的には完成の域に

近づきつつあるものの、実務への適用例は少ない。 

本稿では、OD交通量逆推定モデルの実務への適

用に向け、道路交通センサスへの適用方法及びケ

ーススタディ結果を報告する。 

 

２．OD交通量逆推定モデルの実務への適用方法 

図１に適用方法を示す。具体的には、道路交通

センサスの調査結果から得られる交通パターン

（発生交通量比率、目的地選択確率、OD別リンク

利用確率）と観測リンク交通量を用いて、OD交通

量を補正する。 

 

 

図１ 道路交通センサスへの適用方法 

本研究では、OD交通量逆推定モデルとして、発

生交通量比率を考慮しないリンク交通量モデル

（以下「L-model」という。）と、発生交通量比率

を考慮した結合モデル（以下「C-model」という。）

の2種類を用いてケーススタディを行っている。 

 

３．ケーススタディ結果 

 奈良市を中心とした都市圏においてケーススタ

ディを実施した。結果の検証については、真のOD

交通量が未知であるため、OD交通量逆推定モデル

適用前後のOD交通量を用いて交通量配分を実施し

て得られる配分交通量（推定値）と観測リンク交

通量（実測値）との誤差を比較した。 

表１に検証の結果を示す。L-model、C-modelと

もにOD交通量逆推定モデル適用前に比べ誤差が小

さくなり、OD逆推定モデルの有効性が確認された。

また、C-modelの方がL-modelに比べ誤差が小さく、

実務への適応に優れたモデルと考えられる。 

表１ ケーススタディ結果の検証 

 

 

４．おわりに 

現在、実務への適用に向けたOD交通量逆推定モ

デルのさらなる改良及び全国ネットワークでの適

用性の確認を進めているところである。 
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相関係数 RMS誤差 %RMS誤差

OD交通量逆推定
モデル適用前

0.916 6,107 36.5%

OD交通量逆推定
モデル適用後

L-model 0.929 5,598 33.4%
C-model 0.940 5,118 30.6%

●発生交通量比率：  

総発生交通量に対する各ゾーンの発生交通量比率 

●目的地選択確率： 

 発生ゾーン別の各集中ゾーンを選択する交通量比率 

●OD別リンク利用確率： 

 ODペア毎の各リンクを利用する交通量比率 

●観測リンク交通量： リンク別の断面交通量 
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１．研究の目的

地方整備局での詳細設計成果の品質点検（第三

者照査）結果によると、一定数のミスが毎年度指

摘されており、減少する兆しが見られず、「許容

値をオーバー」などという致命的なものも発生し

ている。詳細設計業務は、建設生産システムの上

流段階に位置しており、その成果が事業全体の品

質やコストに大きく影響を及ぼすものである。こ

のため、本研究では設計ミスの事例調査からミス

の発生要因を整理し、効果的な品質確保のための

方策を提案することを目的としている。

２．設計ミスの事例調査

建設コンサルタントに対する設計ミス事例等の

調査1)2)から、①工事開始前に設計ミスを発見でき

ないケースが半数程度あり、設計者、発注者、施

工者等、建設事業全体を通じた照査体

制について工夫する必要がある、②設

計計算、図面作成、数量計算の全ての

作業において、高い割合で協力会社に

委託されていることや、図面・配筋図

に関するミスの発生頻度が高いことか

ら、分業化による連絡調整不足がミス

の発生要因となっている可能性がある、

③特に河川構造物および砂防施設では、

現地条件の把握ミス、設計条件の設定

ミスの割合が高い傾向にあり、発注当

初の条件明示や現地調査の実施方法に

ついて十分検討する必要がある等がわ

かった。

３．品質確保のための方策

以上の調査結果等から、表－１に示

す詳細設計成果の品質確保のための改

善方策を整理した。すでに地方整備局で実施され

ている方策も一部含まれるが、現時点で考え得る

方策を実効性の検証は抜きに洗い出したものであ

る。

今後は、各方策の実効性も含めて、具体的な実

施方針、手順等を検討していく必要がある。まず

は、施工者に対するアンケート調査に基づき、施

工時点では解決が困難な重大な設計ミス事例を明

らかにし、詳細設計照査要領の参考資料となるチ

ェックシートに反映する予定である。
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計算ミス・基準の取り違え・誤った基準の解
釈等によるミス

現場条件との不一致・施工に関する知識不
足等によるミス

技術者の技術力向上（基準改定の情報周
知も含む）

選定時に施工現場に関する知識・経験の
評価を加味する

構造計算プログラム等のチェック

管理技術者の手持ち業務量の制限強化 詳細設計付工事の拡大

業務体制（すべての再委託先を含む）の明
確化

設計版三者会議の実施（設計実施中又は
図面作成後）

設計版三者会議の実施（業務実施前）

第三者照査（コンサルへ発注）の実施 施工者による詳細な照査の実施

設計成果の事前公表

目  的

照査要領の具体化（チェックリストの利用等）

設計業務（当
初成果）の質
向上

チェック機能の
強化

設計者の能力
向上

設計業務の簡
易化・範囲の
適正化

発注者による
チェック

設計者による
チェック

第三者による
チェック 三者会議での協議事項の集約・共有化

三者会議における配筋方法の確認（3次元CADの活用）

取り組みにより発生を抑制する対象となるミス

設計ミスによる減点ルールの厳格化（ミスが少ない場合は表彰）

業務工期の適正化（国債活用、早期発注）

照査歩掛の適正化（照査費用を増額）と照査責任の明確化

発注者責任の明確化（発注者による照査・検査範囲の明確化）

他業務の簡素化（設計成果の確認に必要な余裕の創出）

発注者の技術力向上（クロスチェックの内部化含む）

表－１ 詳細設計成果の品質確保に向けた改善策
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